














































(２) See p.3of Hal S.Scott,“An Overview of International Finance:Law and
 
Regulation”,December15,2005,Andrew T.Guzman and Alan O.Sykes,Eds.,


















Association of Insurance Supervisors）などの各国当局間の政策調整会合や



























(７) サービスの貿易に関する一般協定（General Agreement on Trade in Services）


































(９) See Scott supra note2.


























（International Disclosure Standards for Cross-Border Offerings and Initial
 





(11) The Sovereign Debt Restructuring Mechanism（ソブリン債務再建メカニズ
ム）で、ソブリン債発行国の支払不能に際し、IMFが主導する倒産処理システム
を作る提案で、発行国による支払停止の濫用を恐れた債権者のロビイングを受けた







































































































































































































リカの FASB（財務会計基準委員会：the Financial Accounting Standards
 
Board）と IASB（国際会計基準委員会：the International Accounting Stan-
dards Board）は両者の会計基準の相違点を解消する作業を行っている






























































(17) See p. 29-31of Kern Alexander, “International Economic Law and the
 
Basel Committee on Banking Supervision:Alternative Frameworks of Interna-





課題」早稲田法学81巻１号217-218頁参照。See also at p.268-271,Kern Alexan-







































































































































































































































































































































































































































































































































































































(39) 既に紹介した大塚論文、鈴木論文、清水論文のほか、H.Scott (ed.), Capital
 
Adequacy Beyond Basel:Banking,Securities,and Insurance,Oxford University
 
Press,2005があり、その概要は、拙稿「文献紹介：H.Scott (ed.),Capital Ade-
quacy Beyond Basel:Banking, Securities, and Insurance, Oxford University
 
Press,2005」日本国際経済法学会年報第15号、法律文化社（2006年）参照。
(40) 前掲・鈴木論文参照。
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を回避させるには至らなかった。
一方、バーゼルⅡの
(41)
実施に当たっては、統合リスク管理手法を本格的に
導入して邦銀全体のリスク管理の高度化を図ると共に、銀行監督当局によ
る検証技術を向上させて将来銀行に生じるリスク量の計測に関する検証・
監督ノウハウを固めることが必要になる。また、バーゼルⅡは各国の市場
慣行や内部管理実務の相違を反映して各国裁量事項を定め、一定の裁量内
で国内ルールを策定できるが、バーゼル合意導入のそもそもの目的は国際
的な銀行危機を防止しつつ、レベル・プレイイング・フィールド（競争条
件の均一化）を実現することにあった点に鑑みれば、各国当局間の緊密な
連携や協力、情報交換を促進し、国際的に活動する銀行に過剰な負担を負
わせないような柔軟なルール適用に努める必要がある。
第４章 結びに代えて
以上、金融監督規制法が如何なるルートで国際調和や相互承認を進めて
いるかをハーバード大学スコット教授の先行研究を手掛かりに考察し（第
１章）、「国際調和」と「相互承認」という２つのベクトルを対比しつつ簡
単な理論的整理を試みた上で（第２章）、バーゼル合意の制定過程を素材
に事例研究を行った（第３章）。残る課題は、「国際調和」対「相互承認」
という２つのベクトルを対比しつつ、バーゼルⅡの制定過程をどう読み解
き、バーゼル・プロセスの中で日本が如何にして影響力を保ち、適切なバ
ーゼル合意の形成に努めていくか、であろう。民間銀行の立場に立てば、
母国政府以外にアメリカ政府に対してロビイングする手段もあろうが、そ
れでも母国政府のバックが弱ければ銀行の主張も通りにくいため、邦銀に
とって日本の影響力・競争力が確保されることは望ましい。
バーゼルⅡの制定過程においては、①主要な論点の「国際調和」を目指
(41) バーゼルⅡ実施にかかる詳細な解説は、佐藤・前掲書232頁以下参照。
早法83巻３号（2008）34
す審議の中で日本が如何にリーダーシップを発揮するかという「攻め」と
②「相互承認」に基づく裁量の範囲内で国益を如何に守るかという「守
り」が重要になるが、既にみてきたように、金融庁・氷見野氏によれば、
今回の日本は比較的発言権を確保し得たとされている。
交渉力確保の鍵となったものは、日本が既に得ている「持ち点」（日本
の金融市場や金融機関のプレゼンス、G10メンバーシップ）に加えて、①バー
ゼル銀行監督委員会の議長職を持ったため議事を読み易く、ロジ面での貢
献もアピールし得たこと、②技術的事項が多いため、サポートスタッフの
専門性・継続性やペーパーによる貢献がし易かったこと、③国内当局間の
仲間割れから国内調整が遅れたアメリカとは異なり、国内調整がうまく機
能したこと、が考えられる。議事の読みが成功した事例としては、①相互
承認に向けた「守り」の部分では、日本が状況を同じくするイタリア、ド
イツと組んで中小企業向け融資に大企業とは異なる扱いを容認させたほ
か、②国際調和に向けた「攻め」の部分では、所要自己資本の全般的水準
について日本が最初に試算を示し、信用リスク計測手法の精緻化について
もドイツの主張する基礎的内部格付手法に日本も加担することで導入に漕
ぎ着けた。
従って、アメリカや EUのように「与党」や「野党第一党」として国際
金融の規制監督のあり方をリードするだけの政治的実力はないが、技術的
事項に専門性やチームワークを固めて臨み、「少数野党」として主張を同
じくする国々と「連立」して交渉力を発揮することは日本にも出来そうで
ある。一方、既に国際金融の一大プレーヤーである日本は、自国の利益だ
けに固執して国際調和の課題に目を背けることは適わず、結果的には日本
の「持ち点」を低下させる可能性のあるバーゼル銀行監督委員会のメンバ
ーシップ拡大要求にも応えていく必要がある。すると、ますます「国際調
和」と「相互承認」のベクトルを使い分けて他国と合従連衡を重ねる「読
み」こそが、日本の国際交渉にとって重要になろう。
以 上
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